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はじめに 

 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災では、東日本を中心に甚大な被害が発生した。大規模な

災害では、身体的な健康状態への影響に加え、精神的な健康状態への影響も非常に大きい。

東日本大震災においては、PTSD、うつ、睡眠障害、アルコール依存などの精神疾患が大き

な問題となっている。このような精神疾患に対する予防や介入のための調査や状況把握、効

果の検証などを行うことは、現在や今後の被災地においても、また今後発生が予想される別

の災害後の対応を考えても急務である。 

 東日本大震災後にも、2013年 11月にフィリピンに大きな被害を与えた台風 30号をはじめ、

世界中で自然災害による大きな被害が問題となっている。日本社会事業大学社会事業研究所

では、環太平洋社会福祉セミナーを主催し、2011 年 3 月の東日本大震災以前から、継続的に

災害ソーシャルワークについてのセミナーを開催してきた。平成 25 年度も 2 月 16 日から 18

日の 3 日間、日本社会事業大学にて、「コミュニティベースの災害支援」と題し、地域におけ

る実践と教訓について学びを深めることになっている。この中では、米国、フィリピン、イ

ンドネシア、タイといった災害の多い国の研究者に参加していただき、本邦の研究者も含め、

災害時の実践と教訓について議論する。また、今後の大規模災害を念頭に、海外の専門家に

よる学生に対する参加型研修を企画し、災害ソーシャルワークの人材育成にも取り組むこと

になっている。 

 地震や津波、大型台風であっても、被災時、及び避難時に、もっとも影響を受けるといわ

れているのが、本研究において取り上げている災害時要援護者（災害弱者）である。災害時

要援護者に関しては、未だ一般の人の間ではなじみの薄い言葉と思われる。本報告の結果か

らすると、福祉や医療に関わる人においても同様のようである。そのため、本研究では、ま

ず災害時要援護者に関するこれまでの研究を整理することで、その課題や教訓を導き出して

いる。その上で、災害時要援護者の中でも避難時に特に配慮を要すると考えられる知的障害

者、精神障害者、発達障害者の実際の災害時の様子や支援について調査を行っている。そし

て、今後の災害時マニュアルの作成のために、既存の災害時要援護者支援のガイドライン、

マニュアルについての検討を行っている。これらの取り組みをさらに継続し、またこれまで



の災害の経験を活かし、予想されている災害への対策に今後も努めていきたいと考える。最

後になりましたが、本研究にご協力いただいた被災地域の方々、支援者の方々に深く感謝申

し上げます。 

 

2014 年 1 月 31 日 

日本社会事業大学社会事業研究所 

所長 藤岡孝志 

 

研究の背景 

1）東日本大震災の概要 

 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に宮城県牡鹿半島の東南東 130km の太平洋の海底を震源と

する東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）が発生した。地震の規模はマグニチュード 9.0

で、日本周辺における観測史上最大の地震であった。最大震度は宮城県栗原市で観測された

震度 7 で、宮城県、福島県、茨城県、栃木県の 4 県 37 市町村で震度 6 強の揺れが観測され

た。また、この地震によって、東北地方から関東地方にかけての太平洋沿岸で大規模な津波

が発生し、各地で甚大な被害が発生した（気象庁, 2012 年）。 

東北地方太平洋沖地震による被害として、平成26 年1月10日現在、人的被害は死者15,884

人、行方不明者 2,640 人、建物被害は全壊 126,631 戸、半壊 272,653 戸とされている（警察

庁緊急災害警備本部, 2014）。 

 

 

2）北茨城市の概要 

 本研究では、フィールド調査の対象地域として、茨城県北茨城市の方々にご協力いただい

た。 

昭和 31 年に誕生した北茨城市は、茨城県の最北端に位置し、北は福島県いわき市と接して

いる。市の総面積の約 80％は山林で、東部は低地で海岸に面し、市内を流れる大北川、里根

川などの流域には、豊かな平坦地がひらけている。古くから農業や漁業を中心に栄えたが、

江戸後期に石炭が発見され、常磐炭田の中核として活況を呈し、今日では、工業地帯として

飛躍的な伸展を見せている（北茨城市, 2008a）。また、平潟・大津・磯原地区では、温泉・

鉱泉が湧き出し、民宿・旅館が立ち並ぶ観光の名所となっている。面積は 186.55km²、平均

気温 13.5℃（H18 年）、年間降雨量は 1,784mm（H18 年）である（北茨城市, 2008b）。 

 

 

3）東日本大震災による北茨城市の被災状況 

平成 23 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分、北茨城市は震度 6 弱の東北地方太平洋沖地震に襲わ

れた。この地震は、強い揺れと大津波を引き起こし、磯原町、大津町、平潟町を中心に市内

全域が甚大な被害に見舞われた。特に津波被害では、5 人の命が奪われたほか、未だ 1 人が

行方不明となっているなど人的被害が発生し、かつて市では記録にない未曾有の大災害とな



った。市民生活においては、生活の基盤となる住宅や宅地、さらには農林水産業・観光産業

の地域産業にも大きな被害をもたらしたほか、企業の事業活動にも深刻な影響を与えた。福

島第一原子力発電所事故も、市に深刻な影響を与え続けており、被害は環境、健康、産業、

教育などあらゆる分野に及び、特に基幹産業である水産業、農業、観光産業などへは、実害

に加え風評被害により大きな損害をもたらし、市民の生活へも重大な影響を与えている。東

日本大震災の地震・津波による家屋への被害は、市沿岸地区を中心に広範にわたり、全壊 410

棟、大規模半壊 396 棟、半壊 1,569 棟、一部損壊 5,722 棟、床下浸水 165 棟と市民生活を直

撃した（北茨城市, 2012）。またこのような中で、災害時に福祉避難所となる予定であった施

設も損壊し、その機能を果たせなかった。 

 

4）研究の背景 

 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に宮城県牡鹿半島の東南東 130km の太平洋の海底を震源と

する東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）が発生し、地震や津波などにより各地で甚大な

被害が発生した。内閣府防災白書では、東日本大震災による人的被害の中でも、年齢別では

60 歳以上が死者数に占める割合が約 65％とされていた（内閣府, 2011）。また、NHK 福祉ネ

ットワーク（2011）によると、総人口に対する死亡率が 1.03%であったのに対し、障害者の

死亡率は 2.06%と 2 倍に上るとされた。立木（2013）は、このような東日本大震災における

高齢者や障害者の死亡率の高さの原因を、県別や市町村別の統計資料を用いてより詳細に分

析し、避難の実態と課題を検討している。また、Ochi et al.（2013）は、東日本大震災の際

の保健的ニーズや救護活動についての文献的レビューを行い、特に脆弱なグループが、高齢

者、精神疾患をもつ者、障害者であったことを特定し、この教訓を今後の危機管理計画に組

み込むことの重要性を示した。                 

 このような高齢者や障害者をはじめとし「災害から身を守るため、安全な場所に避難する

などの一連の防災行動をとる際に、支援を必要とする人々」は、災害時要援護者（災害弱者）

と言われている（日本赤十字社, 2006）。立木（2005）によれば、以前は災害弱者という言葉

が主に使われていたが、平成 16 年の 7 月の新潟県、福井県での水害、同年 10 月の新潟県中

越地震がきっかけとなり、新しく災害時要援護者という言葉が使われるようになったという

ことである。内閣府の災害時要援護者の避難支援ガイドラインでは、「災害時要援護者とは、

必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所に避難するなど

の災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々をいい、一般的に高齢者、障害者、外国

人、乳幼児、妊婦等があげられている」としている（内閣府(防災担当), 2006）。 

 災害時要援護者への支援については、平時のシミュレーションなどによりその意識や課題

を調査する研究がこれまでいくつか実施されてきている（例えば、Femino et al., 2013; 畠中

ら, 2010; 松田ら, 2011）。しかし、実際の災害時に、要援護者がどのような困難をもち、ど

のような支援が行われていたかについて検証している研究は非常に少ない。この数少ない研

究の中で、田村ら（2009）は、災害時要援護者の避難生活実態の解明を行うために、新潟県

中越沖地震における「介護福祉支援ボランティア」の活動から得られた知見を、グループイ

ンタビュー調査、質問紙調査を通して明らかにしている。また、日本地域福祉研究所（2007） 



は、大規模災害時におけるソーシャルワーカーの役割や機能について、新潟県中越地震の被

災地で、福祉専門職等へのインタビュー調査や事例検討によって明らかにしている。その結

果からは、災害後のソーシャルワーカーの業務、援助対象者の様子には、時系列的な変化の

あることが示されていた。これらの研究では、災害時要援護者一般の避難生活の実態の解明

を試みているが、さらに優先度が高いと考えられる要援護者や、これまで調査がなされてい

ない要援護者についての避難時の様子や、支援の在り方について、より詳細に調査する必要

があると考えられる。 

この点について、岩田（2011）は、東日本大震災時に、160 名の認知症高齢者と 15 名の認

知症のない高齢者の行動について介護者より調査している。その結果、認知症が進行してく

ると、通常なら恐怖を感じるほどの災害時にも恐怖反応を示すことがなく、平然としており、

自ら避難しようとせず、また恐怖体験としての記憶も形成されなくなるということを示して

いる。岩田はこれを「危機認知能力の低下」と名付け、認知症患者の介護者に対し、災害時

における対応を考える上で、介護対象者の危機認知能力について十分に記憶しておくように

と注意喚起をしている。また、この危機認知能力の低下は、発達性知的障害者や慢性期精神

障害者の入所施設においても関係者より聞かれたとしている（岩田, 2012）。このように危機

認知能力の障害がある要援護者の避難に関しては特別な援助が必要と考えられ、より詳細な

検討を要する課題と考えられる。 

 

 

災害時要援護者の避難に関する研究の課題 

これらの先行研究の結果をまとめると、現在、災害時要援護者の避難に関する研究につい

て、以下のような課題があげられた。 

第一に、災害時における要援護者の避難に関する研究についてこれまで、どのような災害

種、要援護者が対象とされ、どのような研究がなされてきたのか、また、なされていないの

か、この領域の研究の動向や今後の課題がまとめられていないということである。 

第二に、実際の災害時において、特別な配慮を要する要援護者（特に知的障害者、精神障

害者、発達障害者）の様子や、支援の内容の詳細が明らかにされていない点があげられる。 

第三に、避難時に特に配慮を要すると考えられる知的障害者や精神障害者、発達障害者へ

の避難支援について、ガイドラインやマニュアルを作成するために、既存の災害時要援護者

の支援に関するガイドライン、マニュアルには、どのような記述がなされているのか整理が

なされていないということがあげられた。以上のようなこれまでの研究の課題を踏まえて、

本研究の目的と構成は以下のようにした。 

 

 

研究の目的 

本研究は、災害時要援護者の避難について検討することを目的とし、以下の 3 つの研究か

ら構成される。まず研究 1 では、災害時における要援護者の避難や避難所での生活に関する

研究を、出版された年代、災害種、要援護者の内訳、及び研究の方法に焦点を当てて文献的



に検討を行った。次に研究 1 の結果も踏まえ、研究 2 では、特別な配慮を要する要援護者（特

に知的障害者、精神障害者、発達障害者）の災害時の状況や、災害時における支援の内容を、

支援者への個別のインタビュー調査により、時系列に整理し、その特徴や課題を検討した。

最後に、研究 2 の結果も加味し、研究 3 では、災害時要援護者の中でも、特に避難時に配慮

を要すると考えられる知的障害者や精神障害者、発達障害者への支援に焦点を当て、既存の

災害時要援護者のための避難支援や避難所に関するガイドライン、マニュアルの整理を行っ

た。 

（野口 代・藤岡孝志） 



研究 1 災害時要援護者の避難に関する文献的研究 

野口 代（日本社会事業大学社会事業研究所）・三好真人（日本社会事業大学社会事業研究

所）・藤岡孝志（日本社会事業大学社会事業研究所）  

 

 

○研究要旨 

 本研究は、災害時における要援護者の避難や避難所での生活に関する研究について、文献

的に検討することにより、この領域の研究の動向を把握し、今後の課題を明らかにすること

を目的とした。和文献に関しては、国立情報学研究所論文情報ナビゲータ（Cinii）と、医学

中央雑誌 web 版をデータベースとして、「要援護者」×「避難」をキーワードで検索し、今

回の研究目的に合致する研究論文合計 30 件の和文献を分析対象とした。海外文献に関しては、

PubMed をデータベースとして、「vulnerable population(s)」×「evacuation」、「vulnerable 

people」×「evacuation」、「special needs」×「evacuation」をキーワードとして検索し、

今回の研究目的に合致する研究論文 28 件を分析対象とした。対象とした和文献、海外文献を

それぞれ、出版年度、災害種、要援護者の内訳、及び研究方法に分けて整理を行った。その

結果、出版された年代に関しては、本邦でも、海外においても、このような研究は近年増加

傾向にあることがわかった。しかし、研究の絶対数は未だ少ないということがわかった。災

害種について、和文献では、災害種を指定していない研究、東日本大震災に関係する研究が

多かった。対して、海外文献では、ハリケーンに関する研究が最も多く、研究対象とする災

害が大きく異なることがわかった。また特に本邦においては、実際の災害時において実施さ

れている研究が少なかった。要援護者の内訳については、和文献、海外文献ともに、対象と

する要援護者を具体的に絞った研究は少なかった。研究方法については、和文献、海外文献

ともにエビデンス・レベルの高い研究は、非常に少なかった。今後はこれらの成果と課題を

踏まえた研究が必要である。 

 

 

A.研究目的 

 本研究では、災害時における要援護者の避難や避難所での生活に関する研究を、出版され

た年代、災害種、要援護者の内訳、および研究の方法に焦点を当てて文献的に検討すること

により、この領域の研究の動向を把握し、今後の課題を明らかにすることを目的とした。 

 

 

B.研究方法 

1）対象文献 

和文献に関しては、国立情報学研究所論文情報ナビゲータ（Cinii）をデータベースとして、

「要援護者」×「避難」をキーワードとして検索された 152 件の中から、タイトルや抄録を

読み、今回の研究の目的に合致する研究論文（総説、特集などを除く）16 件を分析対象とし

て抽出した。加えて、医学中央雑誌 web 版をデータベースとして、抄録のある原著論文につ



いて、同様の「要援護者」×「避難」をキーワードとして検索された重複を除く 14 件の文献

を抽出し、合計 30 件の和文献を分析対象とした。 

 海外文献に関しては、PubMed をデータベースとして、「vulnerable population(s)」×

「evacuation」、「vulnerable people」×「evacuation」、「special needs」×「evacuation」を

キーワードとして検索された合計 32 件の中から、タイトルや抄録を読み、今回の研究の目的

に合致する研究論文 28 件を分析対象として抽出した。 

 なお、和文献、海外文献ともに、出版年の限定は行わずに検索を行った。 

 

2）分析方法  

対象とした和文献、海外文献をそれぞれ、出版年度、災害種、要援護者の内訳、及び研究

方法に分けて整理を行った。なお、本研究では、日本語と英語の検索語が完全に一致したも

のではなく、また災害という地理的な影響を強く受けるテーマであるため、和文献、海外文

献を分けて分析することとした。 

 

 

C.研究結果 

1）和文献について 

 和文献の分析結果の詳細は、付録の表 1-1 に示した。以下、出版年度、災害種、要援護者

の内訳、及び研究の方法についての結果を示した。 

 

（1）出版年度 

和文献における出版年度別の文献数を図 1-1 に示した。 

対象文献全 30 件の出版年度別の文献数は、1995 年が 1 件、1996 年から 2005 年までが 0

件、2006 年が 5 件、2007 年が 1 件、2008 年が 1 件、2009 年が 4 件、2010 年が 3 件、2011

年が 6 件、2012 年が 3 件、2013 年が 6 件であった。2011 年と 2013 年の文献数が 6 件と最

も多かった。 

 

 

 



 

 

図 1-1 出版年度別の文献数 

  

 



 

（2）災害種 

和文献に関する災害種別の文献数を図 1-2 に示した。 

対象文献全 30 件の災害種別の文献数では、災害種を指定せず、災害一般について取り扱っ

ている文献が 14 件と半数近くであり、最も多かった。次いで、東日本大震災に関する文献が

8 件と多かった。以下、東日本大震災以外の地震が 4 件、東日本大震災以外の津波が 3 件、

洪水が 1 件であった。 

 また、対象文献全 30 件の中で、平時における災害に対する備えや意識の調査、防災訓練な

どのシミュレーションに関する研究ではなく、実際の災害時において実施されていた研究は、

10 件であった。 

 

 

 

 
 

図 1-2 和文献における災害種別の文献数 

 

 



 

（3）要援護者の内訳 

和文献において、文献内でどのような要援護者を対象としているのかといった内訳を図 1-3

に示した。 

対象文献全 30 件のうちで、対象となる要援護者を具体的に示さず、要援護者一般を対象と

した文献が 19 件と半数以上であった。次いで、高齢者、自閉症児者、慢性疾患患者、人工呼

吸器装着患者がそれぞれ 2 件ずつであった。その他には、移動に障害を有する要援護者など

がそれぞれ 1 件ずつの合計 3 件であった。 

 

 

 

 
 

図 1-3 和文献内で対象となった要援護者の内訳 

 

 



 

（4）研究方法別の文献数 

和文献に関して、研究方法別の文献数を図 1-4 に示した。 

対象文献全 30 件のうちで、データについて分析を特に行っていない実践報告が 9 件と最も

多かった。次いで、1 時点において実態を量的に調査している横断的な調査研究が 8 件であ

った。以下、資料・文献研究 5 件、インタビュー等による質的研究 4 件であった。 

 

 

 

 

 

図 1-4 和文献における研究方法別の文献数 

 

 



 

2）海外文献について 

海外文献の分析結果の詳細は、付録の表 1-2 に示した。以下、出版年度、災害種、要援護

者の内訳、及び研究方法についての結果を示した。 

 

（1）出版年度 

海外文献における出版年度別の文献数を図 1-5 に示した。 

対象文献全 28 件の出版年度別の文献数は、1996 年が 1 件、1998 年が 1 件、2002 年が 1

件、 2006 年が 2 件、2007 年が 2 件、2008 年が 3 件、2009 年が 1 件、2010 年が 3 件、2011

年が 4 件、2012 年が 3 件、2013 年が最も多く 7 件であった。 

 

  

 

 
 

図 1-5 海外文献における出版年度別の文献数 

 

 



 

（2）災害種 

海外文献に関する災害種別の文献数を図 1-6 に示した。 

対象文献全 28 件の災害種別の文献数では、ハリケーンに関する文献が 11 件と最も多かっ

た。次いで、災害種を指定せず、災害一般について取り扱っている文献が 8 件であった。以

下、洪水が 4 件、事故・テロ・戦争が 3 件、東日本大震災が 1 件、インド洋大津波が 1 件で

あった。 

 米国における災害以外の研究としては、日本における東日本大震災、インド洋大津波、フ

ランスにおける洪水、イランにおける洪水、コソボ紛争に関する研究がそれぞれ 1 件ずつで

あった。 

また、対象文献全 28 件の中で、平時における災害に対する備えや意識の調査、防災訓練な

どのシミュレーションに関する研究ではなく、実際の災害時において実施されていた研究は、

17 件であった。 

 

 

 

 
 

図 1-6 海外文献における災害種別の文献数 

 

 

 



 

（3）要援護者の内訳 

海外文献に関して、文献内でどのような要援護者を対象としているのかといった内訳を図

1-7 に示した。 

対象文献全 28 件のうちで、対象となる要援護者を具体的に示さず、要援護者一般を対象と

した文献が 15 件と半数以上であった。次いで、ナーシングホーム入居者が 3 件であった。そ

の他は、新生児、季節農場労働者、透析患者、リハビリテーション施設入院患者、アルツハ

イマー病患者、薬物使用者、慢性疾患患者、貧困家庭などが 1 件ずつであった。 

 

 

 

 
 

図 1-7 海外文献内で対象となった要援護者の内訳 

 

 



 

（4）研究方法別の文献数 

海外文献に関して、研究方法別の文献数を図 1-8 に示した。 

対象文献全 28 件のうちで、1 時点において実態を量的に調査している横断的な調査研究が

11 件で最も多かった。次いで、インタビュー等による質的研究が 6 件であった。以下、資料・

文献研究 6 件、データについて分析を特に行っていない実践報告が 2 件、症例対照研究（ケ

ース・コントロール・スタディ）が 1 件、前向きコホート研究が 1 件、非ランダム化比較試

験（介入研究）が 1 件であった。 

 

 

 

 
 

図 1-8 海外文献における研究方法別の文献数 

 

 



D.考察 

1）出版年度について 

本邦でも、海外においても、この分野の研究は近年増加傾向にあることがわかった。しか

し、最も文献が多かった 2013 年でも 6～7 件と、災害時要援護者の避難に関する研究は未だ

少ないことがわかった。 

和文献については、1995 年阪神大震災の年に 1 件あるものの、2004 年の新潟県中越地震

をきっかけに「災害時要援護者」という言葉が出始めたとされ（立木, 2005）、本格的には内

閣府が「災害時要援護者の避難支援ガイドラン」を作成した 2006 年に 6 件と増えている。

その後、2007 年の新潟県中越沖地震、2008 年岩手・宮城内陸地震の後、2009 年より再度文

献が増え始めているようであった。また、東日本大震災後の 2011 年、2013 年にはそれぞれ

6 件ずつと最も多いことがわかった。 

 海外文献については、やはり近年の増加傾向がみられ、特に米国南東部をハリケーン・カ

トリーナが襲った 2005 年から本格的に多くなってきている。2013 年が 7 件と最も多かった

が、そのうち 3 件がやはりハリケーンに関する文献で最多であった。 

 

 

2）災害種について 

 和文献においては、災害種を指定していない研究に次いで、東日本大震災に関係する研究

が最も多く、他の地震と津波に関する研究を合わせると半数に及んだ。対して、海外文献で

は、ハリケーンに関する研究が最も多かった。このように、研究対象とする災害が大きく異

なることがわかった。 

 本邦においては地震・津波以外の災害を特定して研究している文献はほとんどなかった。

しかし、日本においても、2013 年の伊豆大島における台風災害なども発生しており、また今

後地球温暖化の影響などにより、超大型台風の危険性も取りざたされている（日本経済新聞, 

2013a）。そのため、今後は、ハリケーンによる災害の多い米国の研究などを参考にしながら、

日本における台風災害についての研究を進めていく必要もあるであろう。 

また特に本邦においては、実際の災害時において実施されていた研究が、平時における災

害に対する備えや意識の調査、防災訓練などのシミュレーションに関する研究などに比べて

少なく、今後さらに研究が必要といえる。 

 

 

3）要援護者の内訳について 

和文献、海外文献ともに、対象となる要援護者の種別を具体的に示さず、要援護者一般を

対象とした文献が半数以上を占めており、対象とする要援護者を具体的に絞った研究は少な

かった。そのため、障害種別などで文献数を数えると、それぞれの数はさらに少なく、ほと

んど研究されていないといえる障害種もあった。 

たとえば、内閣府(防災担当)（2006）においては、災害時要援護者という用語の中に、高

齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊婦等があげられている。また、障害者であっても、障害



種によって大きくそのニーズは異なる。災害時に特に配慮が必要となるような障害種におい

ては、今後さらに詳細な研究が必要になるであろう。 

  

 

4）研究方法について 

 海外文献において、症例対照研究、前向きコホート研究、非ランダム化比較試験がそれぞ

れ 1 件ずつみられたが、和文献、海外文献ともに実践報告や横断的な調査研究が多く、エビ

デンス・レベルの高い研究は、非常に少なかった。 

 今後はこのようなエビデンス・レベルの高い量的な研究が期待される一方で、このことに

ついては、災害に関する研究という方法論的な難しさや、倫理的な問題からくる難しさが大

きく関係していると考えられる。また、巨大災害の頻度が多くないということも大きいであ

ろう。さらに、災害時要援護者という個別性の高さや、対象者の地理的要因や社会的要因を

考慮すると、同じ災害や同じ被災状況は 2 度とないともいえる。ゆえに巨大災害への対応を

考えるにあたっては、確率的な計算だけに依拠することなく、さらに歴史や経験などから学

ぶべき点が多い研究領域といえる。エビデンス・レベルの高い量的な研究を可能な限り進め

ながら、個別的で丁寧なデータ収集・分析・解釈に基づく質的な研究をさらに積み重ねてい

くことは今後も不可欠であろう。 

 

 

5）今後の課題 

 本研究では、「災害時要援護者」という用語が用いられる以前に同じような意味で用いられ

ていた「災害弱者」という用語については分析を行わなかった。災害弱者に関する文献数は、

災害時要援護者に関する文献数に比べ少なかったが、これについても合わせて分析すること

は今後の課題である。 

 

 

E.結論 

 本研究は、災害時における要援護者の避難や避難所での生活に関する研究を文献的に検討

することにより、この領域の研究の動向を把握し、今後の課題を明らかにすることを目的と

した。その結果、以下のような結論を得た。 

文献の出版された年代に関しては、本邦でも、海外においても、このような研究は近年増

加傾向にあることがわかった。しかし、絶対数は未だ少ないということもわかった。災害種

について、和文献では、災害種を指定していない研究、東日本大震災に関係する研究が多か

った。対して、海外文献では、ハリケーンに関する研究が最も多く、研究対象とする災害が

大きく異なることがわかった。また特に本邦においては、実際の災害時において実施されて

いる研究が少なかった。要援護者の内訳については、和文献、海外文献ともに、対象とする

要援護者を具体的に絞った研究は少なかった。研究方法については、和文献、海外文献とも

にエビデンス・レベルの高い研究は、非常に少なかった。 



 



付録  

 

表 1-1 和文献の分析結果の詳細 

文献 災害種 要援護者 研究方法

阿部ら（2011） 東日本大震災等 自閉症 その他

有賀（2008） 指定なし
多様な要援護者5人（身体障害者、身
体障害と内部障害、身体障害、精神
障害と内部障害、高齢者）

実践報告

臺ら（2011） 指定なし 要援護者 実践報告

我澤ら（2006） 津波 要援護者 実践報告

畠中ら（2009） 指定なし 在宅人工呼吸器装着患者 実践報告

畠中ら（2010） 指定なし 在宅人工呼吸器装着患者 実践報告

神尾ら（2006） 津波 要援護者 その他

上岡ら（2012） 指定なし 要援護者 横断研究

柏原ら（2011） 東日本大震災 要援護者 実践報告

木下ら（2010） 地震
慢性疾患や身体障害のある成人・高
齢者と家族

インタビュー等による質的研究

北川 ら（2010） 指定なし 要援護者 横断研究

李（2006） 指定なし 要援護者 資料・文献研究

松田ら（2011） 地震 移動に障害を有する要援護者 実践報告

峯本（2013） 東日本大震災 高齢者 実践報告

宮本ら（2013） 指定なし 精神障害者 横断研究

森（2013） 東日本大震災 要援護者 資料・文献研究

野村ら（2013） 東日本大震災 要援護者 インタビュー等による質的研究

大木ら（2009） 津波 要援護者 その他

大西ら（2006） 洪水（台風、豊岡水害） 高齢者、障害者 横断研究

坂本ら（2011） 指定なし 要援護者 インタビュー等による質的研究

蘇武ら（2013） 東日本大震災
難病および慢性疾患患者（特定疾患
医療受給者）

横断研究

菅原ら（2012） 東日本大震災 自閉症児者 インタビュー等による質的研究

田原ら（2012） 指定なし 要援護者 横断研究

武田ら（2013） 指定なし 要援護者 横断研究

竹内ら（1995） 阪神淡路大震災 要援護者 実践報告

田村ら（2009） 新潟県中越沖地震 要援護者 横断研究

山崎ら（2006） 指定なし 要援護者 資料・文献研究

山崎ら（2007） 指定なし 要援護者 資料・文献研究

山崎ら（2009） 指定なし 要援護者 資料・文献研究

横山（2011） 東日本大震災等 要援護者 その他

 



表 1-2 海外文献の分析結果の詳細 

文献 災害種 要援護者 研究方法

Ardalan et al.（2010） 洪水 要援護者 非ランダム化介入比較試験

Arrieta et al.（2008） ハリケーン・カトリーナ 慢性疾患患者 インタビュー等による質的研究

Bethel et al.（2011） ― 要援護者 横断研究

Brodie et al.（2006） ハリケーン・カトリーナ 要援護者 横断研究

Burke et al.（2012） ―
ラテン系移民、
季節農場労働者

横断研究

Buttke et al.（2013） ― 要援護者 横断研究

Christensen et al.（2013） ハリケーン
アルツハイマー病または関連障害の
地域住民

横断研究

Claver et al.（2013）
ハリケーン・カトリーナ、
ハリケーン・リタ

退役軍人ナーシングホーム入居者 インタビュー等による質的研究

Dobalian et al.（2010）
ハリケーン・カトリーナ、
ハリケーン・リタ

ナーシングホーム入居者 資料・文献研究

Dunlap et al.（2011） ハリケーン・カトリーナ 薬物使用者 インタビュー等による質的研究

Eisenman et al.（2007） ハリケーン・カトリーナ 要援護者 インタビュー等による質的研究

Femino et al.（2013） ― 新生児 実践報告

Foster et al.（2011） ― 透析患者 横断研究

Jacob et al.（2008） ハリケーン・カトリーナ 要援護者 資料・文献研究

Keene（1998） 洪水 要援護者 インタビュー等による質的研究

Kirkpatrick et al.（2007） ハリケーン・カトリーナ 貧困家庭 資料・文献研究

Mantey et al.（2012） 洪水、大雨、土砂崩れ ナーシングホーム入居者 前向きコホート研究

Nishikiori et al.（2006） インド洋大津波 要援護者 横断研究

Ochi et al.（2013） 東日本大震災 要援護者 資料・文献研究

Owens et al.（2013） ― 要援護者 資料・文献研究

Peek-Asa et al.（2012） 洪水 学生 横断研究

Quenemoen et al.（1996） 世界貿易センタービル爆破事件 要援護者 症例対照研究

Ricchetti-Masterson et al.（2013） ハリケーン・アイリーン 要援護者 横断研究

Seale（2010）
ハリケーン・リタ、
ハリケーン・アイク

リハビリテーション施設入居者 インタビュー等による質的研究

Soffer et al.（2008） 産業災害（化学事故・核事故） 要援護者 資料・文献研究

Stander et al.（2011） ― 要援護者 横断研究

Szilard et al.（2002） コソボ紛争 医療的ニーズのある難民 実践報告

Uscher-Pines et al.（2009） ― 要援護者 横断研究

 

 



研究 2 特別な配慮を要する要援護者の災害時避難に関する研究 

野口 代（日本社会事業大学社会事業研究所）・藤岡孝志（日本社会事業大学社会事業研究

所）・山口幸夫（日本社会事業大学社会事業研究所） 

 

 

○研究要旨 

本研究では、避難時に特別な配慮を要する要援護者（特に知的障害者、精神障害者、発達

障害者）の災害時の状況や、災害時における支援の内容を整理し、その特徴や課題を明らか

にすることを目的とした。調査方法としては、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災において、

被災住民、特に要援護者に対する支援に関わった支援者 6 名に対して個別のインタビュー調

査を行った。主な調査内容は、支援を行った場所、対象者、支援内容、連携・協力した人・

機関について時系列に沿って聞き取り、さらに福祉避難所と被災時マニュアルについても聞

き取りを行った。その結果、発災直後の特別な配慮を要する要援護者の様子としては、パニ

ックや思いもよらない行動は現れなかったということであった。また、震災後、避難所のよ

うな環境で生活することを余儀なくされた介護老人保健施設において、認知症高齢者が昼夜

を問わず落ち着いて、目立って行動障害が増えることもなく生活できていたことがわかった。

これらについては、信頼関係のある支援者や専門職の存在の重要性があげられた。また、要

援護者の認知機能のプロフィールの違いが、災害時の行動に影響する可能性も考えられた。

機関・施設間での連携協力は、発災直後においては少なく、基本的にそれぞれの機関・施設

が独力で乗り切ったという報告が多かった。さらに、今回の震災時の各機関におけるマニュ

アルや、福祉避難所についての課題が多く報告された。 

 

 



A.研究目的 

本研究では、避難時に特別な配慮を要する要援護者（特に知的障害者、精神障害者、発達

障害者）の災害時の状況や、災害時における支援の内容を、支援者への個別のインタビュー

調査により、時系列に整理し、その特徴や課題を明らかにすることを目的とした。 

 

 

B.研究方法 

1）対象者 

 本調査は、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災において、被災住民、特に災害時要援護者に

対する支援に関わった支援者 6 名に対してインタビュー調査を行った。調査対象者のサンプ

リングは、このような研究方法では一般的である縁故法による有意抽出にて行い、協力の意

思のある人に対し、申請者が書面と口頭により説明を行った。調査期間は 2013年 12月～2014

年 1 月で、インタビュー回数は各対象者それぞれに 1 回ずつ行った。 

 

 

2）調査方法 

インタビューの所要時間は 1 回につき 40～80 分程度で行った。インタビュー調査の目的、

個人情報の取り扱い、音声録音とメモの許可、結果の報告を行う旨の説明の後に、同意を得

て、半構造化インタビューを行った。調査場所は、調査対象者の勤務先で行った。インタビ

ューデータはすべて IC レコーダーに録音、逐語録化し、分析の基礎資料とした。 

 

 

3）調査内容 

基本的には、避難時に特別な配慮を要する要援護者（特に知的障害者、精神障害者、発達

障害者）に焦点を当て、発災時、避難所に至るまで、避難所に入った初期、避難所を出る時

期、その後といったように時系列に沿って、次のような内容についてインタビュー調査を行

った。調査内容は、日本地域福祉研究所（2007）や、大島（2009）を参考にしながら、支援

を行った場所、対象者、支援内容、連携・協力した人・機関について調査した。また、要援

護者の避難にあたり一般の避難所と福祉避難所に関してや、被災時マニュアルについても調

査した。それぞれの具体的な調査項目を表 2-1 に示した。 

 

 

 



 

表 2-1 調査の枠組みと調査項目 

調査の枠組み 調査項目 

支援を行った場所 その時にいた場所、その場所の状況 

支援の対象者 どのような要援護者がいたか、その人の様子、起こった問題 

支援内容 

特に苦労したこと・うまくいかなかったこと、今後工夫すべきこと・教訓、う

まくいったこと・ 

良かったこと・役に立ったこと 

連携・協力した人や機

関 
連携をできた、もしくはできなかった行政機関、民間組織や人 

一般避難所と福祉避難

所 

一般避難所で苦労したこと、工夫したこと、うまくいったこと、福祉避難所

への意見 

被災時マニュアル 参照したマニュアル、マニュアルの役立った点、役に立たなかった点 

 

 

4）分析方法 

インタビュー時に録音した音声データを逐語録化し、基本的には、インタビュー対象者ご

とに、時系列に沿って、支援を行った場所、対象者、支援内容、連携・協力した人・機関そ

れぞれについて整理を行った。加えて、支援を行った施設・機関の状況、福祉避難所、被災

時マニュアルに関しても整理を行った。 

 

 

5）倫理的配慮 

本研究は、日本社会事業大学社会事業研究所研究倫理員会の承認（受付番号 13-0904）を

得て行った。研究の計画や手続きの詳細について、文書と口頭により対象者に十分な説明を

行い、書面により同意を得た上で、対象者に不利益がないように万全の注意を払って行った。 

 

 



C.研究結果 

1）インタビュー対象者の属性 

表 2-2 に、インタビュー対象者 6 名の災害時の所属・役職と、災害時のそれぞれの主な支

援対象者を記した。 

 

 

表 2-2 インタビュー対象者の災害時の所属・役職と、災害時の主な支援対象者 

インタビュ

ー 

対象者 

災害時の所属・役職  災害時の主な支援対象者 

A 特別支援学校 教諭  
特別支援学校児童生徒（主に発達障害、知的障害

をもつ生徒） 

B 市社会福祉協議会 職員 

高齢者（認知症をもつ人を含む）、 

障害児・者（知的障害、身体障害、精神障害）、 

地域住民 

C 
介護老人保健施設 相談員（管

理職） 
高齢者（認知症をもつ人を含む） 

D 
市保健センター 管理職 

（現・市役所 管理職） 
高齢者、子ども、地域住民 

E 市保健センター 管理栄養士 高齢者、子ども、地域住民 

F 市保健センター 保健師 高齢者、子ども、地域住民 

 

 

2）インタビューの結果 

表 2-3 から表 2-8 は、インタビュー対象者ごとに、時系列に沿って、支援を行った場所、

対象者、支援内容、連携・協力した人・機関、福祉避難所、被災時マニュアルそれぞれにつ

いて整理を行った結果である。縦軸を調査項目とし、横軸を時間経過としてあるが、時系列

の間隔は表によって異なる。これは、インタビュー対象者が支援を行った施設・機関によっ

て、それぞれの時点での状況が大きく異なった、つまり同じ日時、同じ市内であっても場所

や施設により被災状況、復旧状況が大きく異なることが分かったためである。 

 

 



表 2-3 対象者 A のインタビュー結果 

インタビュー対象者
災害時の所属・役職

特別支援学校の
状況

発災時

2011年3月11日
15：00～16：30

近隣の高校（避難所）に
至るまで

3月11日16：30～
3月12日11：00

近隣の高校（避難所）
3月13日～4月 2011年5月以降

支援を行った場所

特別支援学校 特別支援学校から2Km
先の高校（避難所）へ避
難した。

近隣の高校 特別支援学校 特別支援学校

支援の対象者
（特に要援護者）

35人程度の児童生徒
（主に発達障害、知的
障害をもつ児童生徒）
が学校にいた。
外に出たとき、多少泣い
た子はいた。

35人の児童生徒が避難
した。

混乱はしなかった。イ ）

むしろ先生から離れな
い感じの子がいた。

・35人の児童生徒に加
え、バスで保護者に引
き渡せなかった15人程
度の合計50名程度の児
童生徒がいた。

特別支援学校の児童生
徒

特別支援学校の児童生
徒

支援内容

【支援内容】
5～8人の児童生徒に、
教員が3～4名ずつ付き

添っていた。ウ）

児童生徒、教職員全員
が中庭に避難した。

【支援内容】
教職員の車に分乗し
て、近隣の高校へ避難
した。
【うまくいったこと・良
かったこと】
慣れたクラス担任が付
き添い、声掛けできてい
たので混乱はしなかっ

た。エ）むしろ先生から離
れない感じであった。
【教訓】
信頼関係の築けている
人がいないと混乱して

いたかもしれない。オ）

【支援内容】
避難していた高校の敷
地内にて児童生徒の引
き渡しを行い、3月12日
午前11時に最後の子の
引き渡しが完了した。
【教訓】
発作に合わせた服薬な
どをしていた生徒もいた
ので、避難が長引いて
いたら、薬に困っていた
と思う。

【支援内容】
3月20日前後に修了式
で1日登校し、その後春
休みに入った。
設備に不備があり、4月
11日くらいに4～5日ず
らして新学期を始めた。

【教訓】
次の年は、通常3回程
度の避難訓練を9回程
度まで増やした。様々
なパターンで訓練した。
訓練を繰り返し、慣れる
ことでサイレンでパニッ
クを起こす子がいなく

なった。カ ）

【苦労したこと】
・はじめは、警報が鳴る
と、泣いて混乱する子も
いた。家から怖くて出れ
ないという子もいた。別
のストレスも重なり、情
緒が不安定になった子
もいた。
・訓練では、津波到着
予想時刻と、どこまで海
抜の高い地点まで避難
できるかの兼ね合いの
判断が難しい。

連携協力した
機関・人

消防が来て、津波警報
を教えてくれた。

―

・高校の教職員から情
報をもらった。高校で、
電話を借りた。高校で
の炊き出しにほっとさせ
られた。
・事前の連携の体制な
どは整っていなかった。
キ）

― ―

一般避難所と
福祉避難所

被災時マニュアル

その他

特別支援学校　教諭　（A）

自閉症の子が安心できる、落ち着ける環境や、そこで携わる理解のある人・専門的な人の対応が必要になる。ク）車いすの子
もいるので、多少の医療的体制、導尿、発作、服薬のためのケアの受けられる環境が必要だと思う。

近隣の高校への避難の際には、マニュアルでは別の学校に避難することになっていたが、道路状況や周りの環境を考えた

上で臨機応変に対応した。ケ）

地域と関係機関で情報を共有したり、話し合いができる防災の連携協議会のような地域のネットワークが必要だと思う。コ）

要援護者の名簿作成について、学齢児童については避難名簿に入っていないが入れた方が良い。
海が近いことが学校の売りであり、課外授業などで海を使っていたが、震災以来、海のイメージが怖いものへと変わってし
まった。

2011年3月11日14：40頃、スクールバス4台が100人の児童生徒を乗せて送迎に出発した。

14：46の発災時には、自力通学の児童生徒35人程度（自力通学の児童生徒の方が、比較的障害が軽い子が多い）ア）と教職
員100人が学校にいた。スクールバスは、発車後1Kmくらい走った地点にて地震が発生した。安全確認後、各停留所をまわり
送り届けた。児童生徒15人程度が送り届けられず学校へ戻ることになった。
15時頃、学校にいた児童生徒35人程度と教職員100人は、学校の中庭に避難した。
16：20頃、津波の情報をラジオなどで聞き、学校の所在地が海に近いため、近隣の高校へ避難した。
17時頃、バスで送り届けられなかった児童生徒が高校に戻ってきて合流した。
3月12日午前11時頃、最後の子の引き渡しが完了した。
3月20日前後に、修了式のため、1日だけ登校日を設け、その後春休みに入った。
設備に不備があり、4月中旬に始業式を4～5日遅らせて1学期が開始した。

 



表 2-4 対象者 B のインタビュー結果 

インタビュー対象者
災害時の所属・役職

市社会福祉協議会の
状況

発災時

高台の社協管理施設
への避難時

（3月11日15：30過ぎ～
3月11日中）

3月12日、13日 その後

支援を行った場所
近隣の市民センター 高台にある社協の管理施設へ

避難
高台にある社協の管理施設
社会福祉協議会事務所

社会福祉協議会事務所

支援の対象者
（特に要援護者）

ボランティア研究集会で、市社
協と県社協などで、合計300人
程度が参加していた。その中
に、知的障害、身体障害、精
神障害のある生徒10人程度が
いた。ボランティアの高齢の人
もいた。

社協の管理施設では、デイ
サービスに来ていた高齢者
（認知症のある人を含む）と、
障害児・者が帰れずにいた。
地域の高齢者も避難してき
た。

社協の在宅サービスの利用者 社協の在宅サービスの利用
者、
その他住民（避難所やみなし
仮設住宅など）

支援内容

【支援内容】
・安全な外の駐車場に避難さ
せた。特にパニックや、大騒ぎ

にはならずに避難した。サ）落ち
着いた後に帰ってもらった。
【うまくいったこと・良かったこ
と】
職員や親も来ていたいので落
ち着いていたのかもしれない。
シ）

【支援内容】
・利用者の家族への引き渡し
を行った。
・職員がべったり張り付いてい

た。ス）

【苦労したこと】
最後の引き渡しが午後10時半
くらいになった。
【うまくいったこと・良かったこ
と】
車の中などに避難していた
が、余震の際などにも、飛び
出していってしまうなどパニッ
クにはならなかった。

【支援内容】
・社協が受け持っている人全
員の安否確認を行った。
・優先度の高い利用者から在
宅のサービスを再開した。
【苦労したこと】
・サービスを提供する側が被
災した場合に、被災の小さい
地域へのサービスを止められ
ないので苦労した。
・ガソリンが手に入らなかっ
た。
・ニーズをなかなか聞き出せな
かった。

【支援内容】
ボランティアセンターの運営を
行った。6月21日までボラン
ティアセンターを置いた（本格
的な運営は5月の連休まで）。
【苦労したこと】
・ボランティア登録しないで、ボ
ランティア活動をした人や、宗
教的な問題で、ボランティアセ
ンターの方に苦情がきた。
・市民に、社協がどういうことを
しているのかを周知できていな
かった。各避難所におけるボラ
ンティアセンターについての周
知ができていなかった。
・必要な時にボランティアがお
らず、需要が少ないときに余る
というように時期のミスマッチ
があった。
【教訓】
ボランティアのマッチングのた
めに各支部にミニボランティア
センターを作ると良いかもしれ
ない。

連携協力した
機関・人

―

・在宅介護も委託でやっていた
ので、市役所の高齢福祉課、
社会福祉課と連絡を密にとっ

た。セ）

・地域ケアシステム会議のメン
バーと連絡をとり多少連携し
た。

・ボランティアセンターの窓口
の市社会福祉課と連絡をとっ

た。ソ）県社協、全社協を通じて
ボランティアを集めた。 ―

一般避難所と
福祉避難所

被災時マニュアル

その他

市社会福祉協議会　職員　（B）

・建物自体が老朽化して使えないということがないようにしなければならない。
・民間との協力も必要になる。

当時マニュアルはなかった。災害の少ない町であったので安心していた部分もある。タ）当時マニュアルがあっても、その通りに
はいかなかったと思う。

物資などがたくさん送られてきたが、本当に必要な人に届いたかについて疑問に思った。

2011年3月11日14：46、隣接の市民センターにて、県北地域のボランティア研究集会を開催していた。市社協と県社協などで、
合計300人程度が参加していた。また、研修会の講師として招いた施設長の施設の生徒（知的障害児、身体障害児、精神障害
児）が10人程度いた。ボランティアの高齢の人もいた。
揺れが収まった後、まずは外部から来ていた人には帰ってもらった。
15：30過ぎ、高台（社協が管理している施設）へ避難した。避難後に社協事務所には水が入ってきていた。
その後、避難所などをまわり、その施設の利用者の引き渡しを行った。最後の引き渡しが午後10：30くらいになった。
3月12日以降、社協が受け持っている利用者全員の安否確認を行った。12日か13日には優先度の高い利用者から在宅のサー
ビスを再開した。
3月15日以降、本格的にボランティアセンターが動き出した。その後6月21日までボランティアセンターは置かれていたが、ピー
クは5月の連休までであった。

 

 



表 2-5 対象者 C のインタビュー結果 

インタビュー対象者
災害時の所属・役職

介護老人保健施設
の状況

発災時
1階デイルームでの避難生活
（2011年3月11日～3月15日）

電気が復旧し、2階、3階で元のよ
うに生活できるようになった時期

（3月15日～5月）
2011年6月以降

支援を行った場所
介護老人保健施設（3階建て） 介護老人保健施設内

1階デイルーム
入居者は2階、3階での生活に
戻った。

2階、3階の入居者と、1階の通所
利用者

支援の対象者
（特に要援護者）

・入居者100人、通所の40人の合
計140人程度の利用者が施設内
にいた。
・その後3月15日まで、1階のデイ
ルームにて140人程度をオー
バーベッドの状態で介護した。
パニックになるというようなことは

なく、落ち着いていた。チ）

・合計140人程度の利用者を介護
していた。
・日常的には不穏になったり、落
ち着かず、徘徊する人が何名も
いる状況ではあったが、非常事
態を察知しているかのように徘徊
する人も不穏になる人もなく、と
ても落ち着いて、空気を読んで過
ごしているかのような様子であっ
た。夜間も落ち着いていた。食事
がいつもより質素なことに不満を

言う利用者もいなかった。ツ）

避難所に居られない人、テ）自宅
が損壊した人の入所を可能な限
り受け入れ、150人ぐらいで経過
し、5月まではオーバーベッドの
状態であった。

入居者、通所の利用者

支援内容

【苦労したこと】
・2階、3階の入居者全員100名程
度を職員（40～50名）で1度外に
出した。
・夜の体制をどうするか、1晩をど
う切り抜けるか、管理者で集まっ
て相談して、どれくらいの人数
残ってもらえばいいかなどを検討
していた。
【うまくいったこと・良かったこと】
食材は備蓄が3日分あった。

【苦労したこと】
・オーバーベッドの状態であった
のでスタッフも変則勤務で対応し
ていた。スタッフの配置を普段よ

り手厚くした。ト）

・食事、おむつ、経管栄養の流動
食、医薬品が不足することを心
配した。
・床からの起き上がり、床でのお
むつ交換など通常と異なる介護
に苦労した。
・電気がなく吸引器が使えなかっ
た。足踏み式吸引器を使った。
【うまくいったこと・良かったこと】
周りにいるスタッフが多かったの
で利用者は落ち着いていたのか

もしれない。ナ）

【苦労したこと】
オーバーベッドで、4人部屋に6台
のベッドなどといった状態もあり、
利用者もスタッフも大変だった。

【苦労したこと】
・直接的ではないが、震災の影
響で早く亡くなる人もいた。
・認知症がそれほど重度ではな
い人が、通常の生活状況に戻っ
た後に余震に異常に反応するこ
とがあった。
【うまくいったこと・良かったこと】
震災の影響で、目に見えてBPSD
が悪化するようなことはなかっ
た。
【教訓】
自家発電機を付けた。

連携協力した
機関・人

・近くの高校に協力要請をして学
校の先生なども数名駆けつけて
くれ、利用者を外に避難させる協
力を頂いた。

・（事前に決まっていたわけでは

ないが）二）3月11日の深夜2時か3
時に、市役所の高齢福祉課長が

各施設を回っていた。ヌ ）

・医薬品について市の災害対策
本部に相談した。
・ラーメン屋から食材、葬儀屋か
らろうそくなどを寄付してもらっ
た。

・NPOなどが集めた支援物資が
届いた。
・基本的には他機関との連携・協
力というより、施設内で乗り切っ

た。ネ）

―

一般避難所と
福祉避難所

被災時マニュアル

その他

介護老人保健施設　相談員（管理職）　（C）

介護が必要な人が一般の避難所で過ごすのは難しい。どうしても一般の避難所で過ごさなければならないということであれば、適切な介
助、介護ができる人を配置しないと難しい。知識がない人が日常と違う状況で適切に介護をするのは難しい。状態観察が難しい。異常な
状況なのかを適切にキャッチしないと、すぐに悪化してしまう。排せつや移動の部分でも身体的な介護が必要な方に対しては、知識や技
術を持った人がやっていかないと、けがをしたり、不衛生になる。

・被災時に参照したマニュアルは特になかった。
・被災後の災害マニュアルの作成においては、今回の震災と同様の震災があった場合を想定して、そのときの自分たちのとった行動の

反省を踏まえて作成した。必要物品や、屋外避難の判断、指示系統についてマニュアル化した。ヤ）

2011年3月11日当時、入居者100人程度（要介護1～5、平均要介護度で3.3程度）と、通所の40人程度（平均要介護度2.5程度）の合計140
人程度の利用者が、3階建ての施設内にいた。
平時においては、2,3階に入居者が生活しており、1階は通所のデイルームとなっていた。
発災後、全員いったん外に避難してもらった。停電しておりエレベータは使えず、入居者は2、3階にいたので、全職員40～50人が人力で
全員を1階におろして避難した。
水道、電気は止まっており、ガスのみ使用できた。電気は3月14日の夕方に復旧した。3階食堂の天井が一部崩れた。
3月11日から15日まで1階のデイルームで、利用者約140人と職員が避難生活をした。

津波警報について消防が回っていてわかっていたがまさか来ないと思っていた。ノ）

 
 



表 2-6 対象者 D のインタビュー結果 

インタビュー対象者
災害時の所属・役職

市保健センターの
状況

発災時
発災数十分後～

数時間後

保健センターが避難所
となった初期

（発災数時間後～
発災後1週間程度）

保健センターの避難所と
しての機能が終わる時期

（発災1週間後）
その後

支援を行った場所
市保健センター 市保健センター（避難所） 市保健センター（避難所） 市保健センター（避難所） 市保健センター

支援の対象者
（特に要援護者）

3歳児健診に来ていた子
ども。外に避難し、みん
な1か所に集まって固
まっていた。

家族に介護されている寝
たきりの高齢者が避難し
てきた。その後１週間程
度いた。

入れ替わり立ち代わり
で、最高125名の住民が
避難所として生活してい
た。

・保健センターの避難住
民
・それ以外の避難所への
避難住民

・精神科的な障害・疾患
をもつ人
・避難住民、地域住民

支援内容

【支援内容】
3歳児健診に来ていた子
どもを外に出した。

【支援内容】
寝たきりの高齢者に、奥
の方でベッドを貸した。

【支援内容】
全国からの支援物資
（水、おむつ、ミルクなど）
を配った。
【苦労したこと】
・水洗トイレが流れなく
なった（断水と勾配の変
化で流れなくなった。）
・停電。食べ物がない。
【うまくいったこと・良かっ
たこと】
避難してきた住民が、行
政に従ってくれた。協力し
て生活していた。パニック
にならなかった。

【支援内容】
保健師を各避難所へ定
期的に訪問させ、健康診
断を行った。

【支援内容】
保健師が訪問を行い、必
要な場合、病院受診を勧
めることをした。
【苦労したこと】
・震災の後片付けで、保
健センターの事業はすべ
て半年ほど遅れることに
なった。
・精神科的な障害・疾患
をもつ人が増えた。プラ
イバシーのない体育館の
ような避難所での生活
や、一軒家からの災害避
難住宅への転居などが
原因と考えられる。

連携協力した
機関・人

―

市役所災害対策本部に
て1日5～6回集まって報
告を行ったり、指示を受

けたりしていた。ハ）報告
内容は、避難住民の数な
どであった。

保健センターは乳幼児を
扱うので全国からミルク
などが届いた。全国から
の支援物資（水、おむ
つ、ミルクなど）を配っ
た。

・県保健所、市役所高齢
福祉課と協力し、引きこ
もりの高齢者に対応し

た。ヒ）

・医師会、歯科医師会も
避難所を回ってくれた。

―

一般避難所と
福祉避難所

被災時マニュアル

その他

市保健センター　管理職（現・市役所　管理職）　（D）

保健センターでは今回は対応できたが、福祉避難所のようなものはあったほうがいいと思う。

マニュアルは役に立たないと思う。想定外の災害が起こると、マニュアル通りに動くことはできない。いつ終息するのかも分からない
ものだから、あとは風評被害で原発が爆発するとか、放射能が降り出すとか、普通でなくなるから、防災訓練も行うが、実際に起き

たら、とにかく何をしたらいいか分からなくなる。だからパニックが起きると思う。フ）

・災害時には、行政の中でも市町村の役割が特に重要になる。住民がまっさきに頼ったり、対応を最も早く行うのが一番末端の市町

村になる。市の職員が疲れてしまったら何もできなくなる。へ）

・大規模な備蓄倉庫に3～4日分の水、食料、寝袋などを用意しておいた方が良い。
・（消防の津波警報は）他の対応に夢中で分からなかった。（ラジオで聞いたが）こんなにすごいことになっているとは画像で見ないと

分からなかった。ホ）

2011年3月11日14：46、3歳児健診の最中であった。子ども30人程度と、その親、職員が保健センターの駐車場に避難し、30分程度
駐車場で過ごした。
その後、落ち着いてから健診の人には帰ってもらった。残った人は、寒さのため、保健センターのロビーに入った。帰る人と入れ替
わるように地域の住民が避難してきた。
1週間程度、保健センターは避難所になっていた。ライフラインは全て止まり、はじめに復旧したのが電気で3日後くらいであった。最
高で100人以上の人が避難していた。
4月7日頃から、震災の後片付けをしながら、保健センターでの健診など通常業務も再開し始めた。

 

 



表 2-7 対象者 E のインタビュー結果 

インタビュー対象者
災害時の所属・役職

市保健センターの
状況

発災時 発災後から3月11日中
保健センターが避難所

となっていた時期
（3月12日～1週間程度）

避難所としての機能が
終わった後(発災翌週～)

支援を行った場所
保健センター 保健センター（避難所） 保健センター（避難所） ・保健センター

・その他の避難所

支援の対象者
（特に要援護者）

3歳児健診の子ども30人前後と
その親

・要介護5の全介助の高齢者も
家族付き添いで避難して来てい
た。
・出産後間もない子どもを連れ
た両親が避難して来ていた。

・要介護5の全介助の高齢者
・出産後間もない子ども

避難住民、地域住民

支援内容

【支援内容】
裸の子どもを毛布でくるんで外
に出た。駐車場へ避難した。

【支援内容】
自分が何をすべきか分からな
かった。
【苦労したこと】
・水に困った。人が多いのでトイ
レの水が必要であった。川に水
汲みに行った。
・災害に対する意識が低かっ
た。
【うまくいったこと・良かったこ
と】
当初から、避難者名簿を作って
いたので、家族が夜中に来ても
すぐに照会できた。車の中にい
る人も探さなくてもすぐに分
かった。

【苦労したこと】
・職員も帰ろうと思えば物理的
には帰れたが、怖くて帰れな
かった。
・避難住民には、できるだけ早く
自宅に帰ってもらおうと思って
いたが、怖くて家に帰れない人
がおり、避難所が閉められな
かった。
・情報があれば、もっと早くに避
難所を回れたということが悔や
まれる。

【支援内容】
・4月から通常の健診業務を始
めた。
・放射能の問題で、母子にペッ
トボトルの水を配布した。持って
きてもらう水は軟水だけをお願
いした。
・避難所を手分けして、他の団
体の専門職と重ならないよう
に、1日何か所か回った。
【苦労したこと】
薬がない、病院がやっていな
い、というケースは、センターで
は対応できないので医療につ
なぐしかできなかった。

連携協力した
機関・人

近くに別の施設はあったがそっ
ちまで気がまわらない。

―

・基本的には保健センター内だ
けで対応した。連携はとれてい

なかった。マ）

・出産される方の病院の紹介、
透析患者の連絡調整を行っ
た。

―

一般避難所と
福祉避難所

被災時マニュアル

その他

市保健センター　管理栄養士　（E）

・犬を連れている人、一緒に生活をしてきた人、特に高齢者は離されてかわいそうであった。
・障害のある子の親もできれば気兼ねなくいられる場所が必要だと思う。親が精神的に負担を感じる。
・すべてが同じ避難所となってしまうのは良くない。乳児、高齢者も別にしてあげた方が良い。いろいろな福祉避難所が欲しい。

マニュアルでは、本来救護所になるはずであったのに、それができなかった。避難してきた人がおり、その対応はどうするのか考

えると帰して救護所にすることもできず、よく言えば臨機応変、悪く言えば役割を果たせなかったといえる。ミ）

・市民からは、健康や体のことよりも、これから先の家や保障、制度の相談の方が多かった。生活の不安の方が大きいようであっ
た。
・生活習慣病などで対応が必要な人、腎臓の悪い人、糖尿病の人用の特別食（低たんぱく、高カロリーの腎臓病のための食事な
ど）が必要だと思う。子どものアレルギーなどでもせっかくもらっても食べられないケースもある。個別の対応をどこまですべきか
が難しい。

2011年3月11日14：46、3歳児健診の最中であった。子ども30人程度と、その親、職員が保健センターの駐車場に避難し、30分程
度駐車場で過ごした。
その後、落ち着いてから健診の人には帰ってもらった。残った人は、寒さのため、保健センターのロビーに入った。帰る人と入れ替
わるように地域の住民が避難してきた。
1週間程度、保健センターは避難所になっていた。ライフラインは全て止まり、はじめに復旧したのが電気で3日後くらいであった。
最高で100人以上の人が避難していた。
4月7日頃から、震災の後片付けをしながら、保健センターでの健診など通常業務も再開し始めた。

 

 

 



表 2-8 対象者 F のインタビュー結果 

インタビュー対象者
災害時の所属・役職

市保健センターの
状況

発災時 発災後から3月11日中 3月12日
保健センターが避難所と

なっていた時期
（3月13日～1週間程度）

保健センターの避難所とし
ての機能が終わった後

（発災翌週～）

支援を行った場所

保健センター 保健センター（避難所） 保健センター（避難所） 保健センター（避難所）
その他の避難所

・保健センター
・その他の避難所

支援の対象者
（特に要援護者）

3歳児健診中の子ども ・健診に来ていた子どもや
その親が帰っていく中、地
域住民が避難してきた。
・高齢者、子ども連れの人
が避難してきた。

高齢者、小さな子ども連
れの人

高齢者、小さな子ども連
れの人

避難住民、地域住民

支援内容

【支援内容】
避難のため、保健セン
ターの駐車場に集まり、毛
布などで子どもを温めた。

【支援内容】
避難所になってすぐは何
をしていいのか分からな
かった。
【苦労したこと】
・ライフラインが止まった。
トイレの水を川まで職員が
くみにいった。
・授乳のために車まで行っ
ている人が大変そうであっ
た。
・寒さが一番大変であっ
た。
・食事に困った。物もな
かった。

【支援内容】
避難所の仕事をしながら、
300～400人の乳児等の安
否確認を電話で行った。

【支援内容】
・6日目くらいに粉ミルク、
おむつなど支援物資が保
健センターに集められ、そ
れを配ることになった。
・9か所の避難所をまわっ
た。
【苦労したこと】
病院の医師、看護師、外
部からの応援の医師など
も来ていたが、誰がどこを
回ったかの情報共有がで
きていなかった。同じとこ
ろを回ってしまうことが
あった。

【支援内容】
・4月7日から健診など通
常業務も始まった。
・健診に来た人に、こころ
のストレスのパンフを配っ
た。
【苦労したこと】
・放射能のことなどを健診
の際に聞かれたことが
あった。
・不安や、子どもが母親か
ら離れないという相談が
あった。
・保護者の不安が、子ども
に伝わっているケースも
あった。
【良かったこと・教訓】
災害に対する意識、防災
に力を入れるように変わっ
た。

連携協力した
機関・人

―

・市役所へ情報収集へ

行った。ム）

・基本的には、各施設、組
織でそれぞれ別々に対応

していた。メ）

市役所から、炊き出しの

食事が届いた。モ）

病院の医師、看護師、外
部からの応援の医師など
も来ていたが、誰がどこを
回ったかの情報共有がで
きていなかった。同じとこ
ろを回ってしまうことが
あった。

―

一般避難所と
福祉避難所

被災時マニュアル

その他

市保健センター　保健師　（F）

たまたま保健センターには保健師がいたのでよかったが、普通の避難所にはいないので、専門家が必要だと思う。

マニュアルそのままでは対応できない。マニュアルでは保健センターを救護所にするという予定であったが、実際はどんどん避難した人
がきたので避難所になった。救護所での保健師としての本来の業務ができなかった。

・避難所指定された施設か否かにかかわらず、避難してきた人が集まり避難所となっていた。
・毛布が1人1枚は必要だと感じた。

2011年3月11日14：46、3歳児健診の最中であった。子ども30人程度と、その親、職員が保健センターの駐車場に避難し、30分程度駐車
場で過ごした。
その後、落ち着いてから健診の人には帰ってもらった。残った人は、寒さのため、保健センターのロビーに入った。帰る人と入れ替わるよ
うに地域の住民が避難してきた。
1週間程度、保健センターは避難所になっていた。ライフラインは全て止まり、はじめに復旧したのが電気で3日後くらいであった。最高で
100人以上の人が避難していた。
4月7日頃から、震災の後片付けをしながら、保健センターでの健診など通常業務も再開し始めた。

 

 

 



D.考察 

1） 避難時に特別な配慮を要する要援護者（特に知的障害者、精神障害者、発達障害者）の災

害時の様子と支援について 

まず発災時（直後）の様子と支援については、表 2-3（イ）、表 2-4（サ）表 2-5（チ）から

も分かるように、特別支援学校の児童生徒（主に発達障害、知的障害をもつ児童生徒）や、

他の知的障害、精神障害をもつ生徒や、認知症をもつ高齢者が、今回の大地震によってパニ

ックになったり、思いもよらない行動をとるという状況はみられなかった。災害時の要援護

者に対する支援のガイドライン（例えば、兵庫県, 2013a; 宮城県, 2013）では、知的障害者、

精神障害者、発達障害者が、災害時にパニックや思いもよらない行動を起こす可能性がある

と記されているが、このようなガイドラインの記述と今回の結果は一致しなかった。 

岩田（2011）は、認知症が進行してくると、危機認知能力の低下が起こり、通常なら恐怖

を感じるほどの災害時にも恐怖反応を示すことがなく、平然としており、自ら避難しようと

せず、また恐怖体験としての記憶も形成されなくなるということを示している。この危機認

知能力の低下は、発達性知的障害者や慢性期精神障害者の入所施設においても関係者より聞

かれたとしている（岩田, 2012）。松村 (2012) の中でも、認知症高齢者が、地震であること

が判らず動こうとせず、「ウチに入る」と言い張り、理解してもらうのに 30 分はかかったと

いう家族からのインタビュー結果が示されている。また、心身障害者の通所施設の福祉施設

職員からは、身体や知的障害のある利用者の多くは地震がきてもあまり怖がらなかったとい

うことを聞き取っている。しかし、今回のインタビュー結果では危機感がなく平然としてい

たという報告もみられなかった。これは岩田（2011）が指摘し、今回報告された表 2-3（ア）

などにもあるように、要援護者の認知機能の障害が比較的軽度であったことが 1 つの要因と

も考えられる。しかし、これについては重症度や障害特性に加えて、記憶、判断、言語理解

など認知機能のプロフィールの違いによっても、危機認知が異なる可能性が考えられる。つ

まり認知機能のプロフィールの違いにより、危機を認知して（し過ぎて）動けなくなってし

まうのか、危機を認知できず逃げようとしないのか、パニックになってしまうのかなど、災

害時の行動が異なってくるのであれば、支援者の対応方法も大きく異なるため、この点はさ

らに詳細な検討を要する重要な課題となる。 

また、表 2-3（ウ）（エ）、表 2-4（シ）（ス）、表 2-5（ト）（ナ）にもあるように、今回の結

果では、要援護者に対する理解のある支援者や、信頼関係のある支援者、教員や親などが付

き添っていたケースがほとんどであった。このような支援者の存在がパニックを防いだとい

う可能性も考えられる。表 2-3（オ）にあるように、逆に信頼関係の築けていない人しかいな

い場面においては、異なる結果になる可能性も考えられる。 

 今回の避難時における、支援者の対応については、表 2-3（ケ）2-7（ミ）にあるように、

状況に合わせた対応や臨機応変さがあったことが示されている。しかし、これは反面、表 2-5

（ノ）や表 2-6（ホ）のように、津波警報を過少に評価していたことが冷静な対応を可能にし

たとも考えられる。今後再び大津波警報などが発せられた際の避難時には、支援者の方が冷

静ではいられなくなることが考えられる。このようなことからも、表 2-3（カ）にもあるよう

に、要援護者にとっても、支援者にとっても、繰り返しの訓練やさまざまなパターンでの訓



練は必要であろう。 

次に避難所での様子と支援については、今回のインタビュー調査において、特別な配慮を

要する要援護者（知的障害者、精神障害者、発達障害者）が、避難所のような環境で生活を

していたケースとしては、表 2-5 の介護老人保健施設があげられた。この介護老人保健施設

においては、デイルームにおいて利用者 140 人程度と職員が、電気や水道が止まった状態で

避難生活をしていた。日常的には不穏になったり、落ち着かず、徘徊する人が何名もいる状

況ではあったが、非常事態を察知しているかのように、徘徊する人も不穏になる人もなく、

とても落ち着いており、空気を読んで過ごしているかのような様子であったと報告された。

また、夜間も落ち着いており、行動障害が目に見えて悪化するようなこともなかったという

ことである（表 2-5（ツ））。 

 しかし、これについても、前述の発災時の対応と同様に、この介護老人保健施設では今回

の被災時に、スタッフの配置を普段よりも手厚くすることが可能であり、利用者の周りにス

タッフが多く居られたことで利用者が落ち着いていられたのかもしれないと報告されている

（表 2-5（ト）（ナ））。また、表 2-5（テ）にもあるように、一般の避難所においては、そこ

に居ることのできない人も確かに存在したため、このことからも支援者の存在の重要性が示

されているといえよう。 

 

 

2）連携・協力した人・機関 

 各支援者からは、連携協力に関してはそれほど多くの報告はされず、それぞれの施設・機

関が基本的には独力で乗り切ったということであった（表 2-5（ネ）、表 2-7（マ）、表 2-8（メ））。

また、一度連携協力がなされた場合であっても、ある程度の期間が経過した後にそのような

連携が再びとられなくなってしまうということが伺えた。このような連携協力の課題に関し

ては、表 2-3（コ）にあるように、平時からや、災害後ある程度の期間をおいた後においても、

地域におけるネットワーク作りが必要であるということがわかる。そのような連携がなされ

ていてはじめて、有事の際により自然な形で迅速な連携協力がなされると考えられる。 

また、表 2-4（セ）（ソ）、表 2-5（ヌ）、表 2-6（ハ）（ヒ）、表 2-8（ム）（モ）にあるよう

に、多くのインタビュー対象者から、各所属機関・施設と市役所の連絡や連携があったこと

が示された。それに加えて、松村（2012）や表 2-6（ヘ）では、避難所における市職員や、

避難所となった学校の教職員の役割の大きさが示されており、公務員の存在の重要性が再確

認された。一方で、表 2-3（キ）、表 2-5（ニ）にあるように、災害時に民間施設・期間が、

役所のどの窓口と連携・連絡をとるか事前に決まっていたわけではないということであった。

前述した平時における、地域のネットワーク作りの中には、官民の連絡系統の確立、確認を

しておく必要もあると考えられる。Wang et al.（2013）でも、2008 年の台湾における台風

災害の際、政策立案者やソーシャルワーカー、コミュニティのリーダーなどに対して、イン

タビュー調査を行い、このような公共部門と民間部門との間のパートナーシップビルディン

グが、コミュニティの復旧に重要であるということが示されている。 

 



 

3）福祉避難所について 

 インタビュー対象者ほぼ全員から福祉避難所の必要性が報告された。しかし、今回の対象

地域においてもそうであったように、予定されていた施設が災害時に損壊し、福祉避難所を

開けないという可能性も十分に考えられる。このような教訓を活かして、代替の計画を可能

であれば複数用意しておくことが重要であろう。また、建物、ハードとしての福祉避難所の

意義と同様、表 2-3（エ）（ク）、表 2-4（シ）（ス）、表 2-5（ナ）という多くの報告のように、

ソフトの面で障害に対する理解のある支援者や専門的な人材を、一人でも多く一般の避難所

などにも速やかに配置できるような体制作りや、人材の育成、地域住民への啓発活動がさら

に今後必要になると考えられる。想定外の事象が頻発する災害に対しては、このように、ハ

ード面においても複数の対応策を置き、さらにそれがうまくいかない場合にも、その上にソ

フト面の対策を講じておくといった異なる次元での複数の備えが必要であろう。 

 

 

4）被災時マニュアルについて 

 被災時のマニュアルについては、参照したマニュアルはなかったという回答や、役に立た

なかった、マニュアルそのままでは対応できなかったといった報告がほとんどであった。ま

た、表 2-6（フ）のように、情報が入らずいつ終息するか予想もできない状況や、いろいろな

憶測も飛び交うような状況において、平時において作成されたマニュアルの通りに動くこと

は難しいとも考えられる。 

このことについて、表 2-4（タ）のような感想でも述べられたが、今回対象とした地域は比

較的災害の少ない地域であった。そのため、東日本大震災規模の災害についてはマニュアル

で考慮されておらず、想定を大きく上回る災害の結果、マニュアルに基づく対応が通用しな

かったと考えられる。また、対象とする災害を大雨や地震としていたという機関もあり、津

波という想定していない災害があったことも影響していると考えられた。 

 ゆえに今回のインタビュー結果から災害時のマニュアルが不要であると結論付けることは

できない。今後は、東日本大震災を大きく上回る被害が予想される南海トラフ地震（日本経

済新聞, 2013b）などに対して、表 2-5（ヤ）にもあるように、まずは今回の東日本大震災と

同じ規模の震災があることを想定し、今回の教訓を活かしたマニュアル作成が最低限の目標

となり、加えて、今後予想される災害に対しての不足部分を、優先度の高い順にマニュアル

化していくことが必要であると考えられる。 

 

 

5）今後の課題 

 特に精神障害者、発達障害者の避難所での様子やその支援については、今回のインタビュ

ー調査では十分に聞き取ることができなかった。今後は、より大きな避難所において支援を

行った支援者へのインタビューや、精神科の病院における災害時の状況、対応についてのイ

ンタビューが必要である。 



 また、今回の報告の時点では、在宅で生活する高齢者や障害児・者についての状況やその

対応についても多くを聞きとることはできなかった。立木（2013）にもあるように、地域在

住の高齢者や障害児・者を支える取り組みの必要性は高いため、今後の課題となる。 

 

E.結論 

本研究では、避難時に特別な配慮を要する要援護者（特に知的障害者、精神障害者、発達

障害者）の災害時の状況や、災害時における支援の内容を、支援者への個別のインタビュー

調査により時系列で調査し、以下のような結論を得た。 

発災直後の特別な配慮を要する要援護者の様子としては、パニックや思いもよらない行動

は現れなかったということであった。これについては、要援護者への理解のある支援者や、

信頼関係のある支援者の存在が大きかったと考えられた。また、要援護者の認知機能のプロ

フィールの違いが、災害時の行動に影響する可能性が考えられた。 

震災後、避難所のような環境で生活を余儀なくされた介護老人保健施設において、認知症

高齢者が昼夜を問わず落ち着いて、目立って行動障害が増えることもなく生活できていたこ

とがわかった。これについても、十分な職員配置が可能であったためではないかということ

が報告され、信頼関係のある支援者や専門職の存在の重要性があげられた。 

機関・施設間での連携協力は発災直後においては少なく、基本的にそれぞれの機関・施設

が独力で乗り切ったという報告が多かった。また、今回の震災時の各機関におけるマニュア

ルや、福祉避難所についての課題が多く報告された。 

 

 

 

 



研究 3 災害時要援護者の支援に関するガイドライン、マニュアルについての資料分析 

野口 代（日本社会事業大学社会事業研究所）・藤岡孝志（日本社会事業大学社会事業研究所） 

 

 

○研究要旨 

本研究は、災害時要援護者の中でも、特に避難時に配慮を要すると考えられる知的障害者、

精神障害者、発達障害者への支援に焦点を当て、既存の災害時要援護者に対する避難支援や

避難所のガイドライン、マニュアルを整理することを目的とした。対象資料は、一定の基準

で抽出した国、都道府県、政令指定都市、市町村が作成した要援護者支援に関するガイドラ

イン、マニュアル、及び福祉避難所に関するガイドライン、マニュアルの合計 18 件とした。

それぞれについて、「知的障害」、「精神障害」、「発達障害」、「認知症」、「自閉症」、「統合失調

症」という用語について、記載箇所、及び記載内容を整理した。その結果、既存の災害時要

援護者に対する避難支援や避難所のガイドライン、マニュアルの中に、「知的障害」、「精神障

害」、「発達障害」、「認知症」、「自閉症」、「統合失調症」という用語が記載されている箇所は

全体的に少なく、その対応や支援について記載されている箇所はさらに少ないことがわかっ

た。また、記載内容についてもそれぞれのガイドライン、マニュアルによるばらつきが大き

かった。障害種別の避難時の状況やその対応について、より詳細な検討が今後なされ、それ

を踏まえた上でのマニュアル作成が重要と考えられる。 

 

 

 



A.研究目的 

 本研究は、災害時要援護者の中でも、特に避難時に配慮を要すると考えられる知的障害者、

精神障害者、発達障害者への支援に焦点を当て、既存の災害時要援護者に対する避難支援や

避難所のガイドライン、マニュアルを整理することで、今後の課題を明らかにすることを目

的とした。 

 

 

B.研究方法 

1）対象資料 

 本研究の対象資料としては、2013 年 12 月現在インターネット上に公開されている要援護

者支援に関するガイドライン、マニュアル、及び福祉避難所に関するガイドライン、マニュ

アルとした。それぞれについて、国によるガイドライン、マニュアルと、基本的には東日本

大震災後に作成された都道府県のガイドライン、マニュアル、また東日本大震災後に作成さ

れた東北地方の政令指定都市、市町村のガイドライン、マニュアルを対象とした。具体的に

は、以下に記したガイドライン、マニュアルを抽出し、分析対象とした。 

 

（1）要援護者支援に関するガイドライン、マニュアル 

 国によるガイドラインとして、内閣府（防災担当）による「災害時要援護者の避難支援ガ

イドライン」、「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（本文）」を分析対象とし

た。 

また、都道府県のガイドライン、マニュアルとしては、東日本大震災後に作成された兵庫

県の「災害時要援護者支援指針」、「災害時要援護者支援ガイドブック」、宮城県の「避難行動

要支援者等に対する支援ガイドライン」、東京都福祉保健局の「災害時要援護者への災害対策

推進のための指針（区市町村向け）」、「東京都における障害者団体調査の結果」、「災害時要援

護者防災行動マニュアル作成のための指針（区市町村向け）」を分析対象とした。 

政令指定都市のガイドライン、マニュアルとしては、東北地方の中で東日本大震災後に作

成された仙台市の「災害時要援護者避難支援プラン（全体計画）」、「災害時要援護者支援の進

め方災害時要援護者支援資料集（第 2 号）」、「地域で備える災害時要援護者支援の手引き」を

分析対象とした。市町村のガイドライン、マニュアルとしては、東北地方の中で東日本大震

災後に作成された奥州市の「災害時要援護者避難支援計画」を分析対象とした。 

 分析対象とした要援護者支援に関するガイドライン、マニュアルの一覧を表3-1に示した。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

表 3-1 分析対象とした要援護者支援に関するガイドライン、マニュアル 

作成年 作成者 ガイドライン、マニュアルの名称

平成18年 内閣府（防災担当） 災害時要援護者の避難支援ガイドライン

平成25年 内閣府（防災担当） 避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（本文）

平成25年 兵庫県 災害時要援護者支援指針

平成25年 兵庫県 災害時要援護者支援ガイドブック

平成25年 宮城県 宮城県避難行動要支援者等に対する支援ガイドライン

平成25年 東京都福祉保健局 災害時要援護者への災害対策推進のための指針（区市町村向け）

平成25年 東京都福祉保健局 災害時要援護者防災行動マニュアル作成のための指針（区市町村向け）

平成24年 仙台市 災害時要援護者避難支援プラン（全体計画）

平成25年 仙台市 災害時要援護者支援の進め方　災害時要援護者支援資料集（第２号）

平成20年 仙台市 地域で備える災害時要援護者支援の手引き

平成24年 奥州市 災害時要援護者避難支援計画
 

 

  

（2）福祉避難所に関するガイドライン、マニュアル 

 国のガイドラインとして、内閣府（防災担当）による「避難所における良好な生活環境の

確保に向けた取組指針」、厚生労働省の「福祉避難所設置・運営に関するガイドライン」を分

析対象とした。 

また、上記の要援護者支援のガイドライン、マニュアルで対象とした都道府県、政令指定

都市、市町村の中で、福祉避難所に関するガイドライン、マニュアルを別に作成している場

合に、そのガイドライン、マニュアルを分析対象とした。具体的には、兵庫県の「避難所管

理運営指針」、東京都福祉保健局の「避難所管理運営の指針（区市町村向け）」、仙台市の「避

難所運営マニュアル（事前準備解説編）」、「避難所運営マニュアル-マニュアルシート集」、「避

難所運営マニュアル（活動編）」を分析対象とした。 

分析対象とした福祉避難所に関するガイドライン、マニュアルの一覧を表 3-2 に示した。 

 

 



 

表 3-2 分析対象とした福祉避難所に関するガイドライン、マニュアル 

作成年 作成者 ガイドライン、マニュアルの名称

平成25年 内閣府（防災担当） 避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針

平成20年 厚生労働省 福祉避難所設置・運営に関するガイドライン

平成25年 兵庫県 避難所管理運営指針

平成25年 東京都福祉保健局 避難所管理運営の指針（区市町村向け）

平成25年 仙台市 避難所運営マニュアル（事前準備解説編）

平成25年 仙台市 避難所運営マニュアル　マニュアルシート集

平成25年 仙台市 避難所運営マニュアル（活動編）
 

 

 

 

2）分析方法  

対象としたガイドライン及びマニュアルにおいて、「知的障害」、「精神障害」、「発達障害」、

「認知症」、「自閉症」、「統合失調症」という用語について、それぞれの記載箇所、及び記述

内容を整理した。 

 

 

C.研究結果 

表 3-3 は、要援護者支援に関するガイドライン、マニュアルにおいて、「知的障害」、「精神

障害」、「発達障害」、「認知症」、「自閉症」、「統合失調症」という用語について、それぞれの

記載箇所、及び記述内容の整理を行った結果である。 

また、表 3-4 は福祉避難所に関するガイドライン、マニュアルにおいて、「知的障害」、「精

神障害」、「発達障害」、「認知症」、「自閉症」、「統合失調症」という用語について、それぞれ

の記載箇所、及び記述内容の整理を行った結果である。 

 なお表中の網掛け部分は、実際の災害時における要援護者への対応・配慮事項の記載があ

った箇所、つまり災害時要援護者に対する直接的な支援の内容が記載されていた箇所である。 

 

 

 



表 3-3 要援護者支援に関するガイドライン、マニュアルの結果 

作成者 作成年
ガイドライン、マニュアル

の名称
知的障害 精神障害 発達障害 認知症 自閉症 統合失調症

内閣府
（防災担当）

2006
災害時要援護者の
避難支援ガイドライン

ｐ2
はじめに
「災害時要援護者」とは
 
  

p17
課題5 関係機関等の間
の連携
5-1 災害時における福
祉サービスの継続
（BCP）
（１）福祉サービス提供者
等との連携

なし なし なし なし

ｐ7
（1）対象者の考え方
＜対象者の考え方（範
囲）の例＞

― ― ― ― ―

p17
課題5 関係機関等の間
の連携
5-1 災害時における福
祉サービスの継続
（BCP）
（１）福祉サービス提供者
等との連携

― ― ― ― ―

内閣府
（防災担当）

2013
避難行動要支援者の
避難行動支援に
関する取組指針（本文）

ｐ17
避難行動要支援者の範
囲

なし なし ｐ21
避難支援等関係者への
事前の名簿情報の提供

なし なし

兵庫県 2013
災害時要援護者
支援指針

ｐ2
災害時要援護者とは
(1) 支援の対象者

ｐ2
災害時要援護者とは
(1) 支援の対象者

ｐ25
(5) 人材の育成

ｐ2
災害時要援護者とは
(2) 支援の対象者

なし なし

ｐ10
１．避難行動要支援者名
簿の整備
(1) 基本的な考え方
【内閣府「災害時要援護
者の避難支援ガイドライ
ン」における避難行動要
支援者の例示】

ｐ10
１．避難行動要支援者名
簿の整備
(1) 基本的な考え方
【内閣府「災害時要援護
者の避難支援ガイドライ
ン」における避難行動要
支援者の例示】

ｐ46
(5) 避難所における介護
サービスの利用
【対象者別の配慮事項
（例）】

ｐ33
(3) 社会福祉施設等の事
業継続体制の構築促進
【社会福祉施設等に求め
られる対策（例）】 ― ―

ｐ10
１．避難行動要支援者名
簿の整備
(1) 基本的な考え方
【豊岡市の例】
避難行動要援護者

ｐ11
１．避難行動要支援者名
簿の整備
【豊岡市の例】
避難行動要援護者

―

ｐ46
(5) 避難所における介護
サービスの利用
【対象者別の配慮事項
（例）】
高齢者

― ―

ｐ11
(2) 市町内部組織におけ
る名簿作成
【市町が有する災害時要
援護者関係情報（例）】
担当部門　福祉担当

ｐ11
(3) 市町内部組織におけ
る名簿作成
【市町が有する災害時要
援護者関係情報（例）】
担当部門　福祉担当

― ― ― ―

ｐ16
2．避難行動要支援者名
簿の共有
(2) 個人情報保護との関
係
［災害時に本人の同意な
しで外部に名簿を提供し
た例］

ｐ32
(3) 福祉避難所の指定
【県内における福祉避難
所の例】
○十日市市

― ― ― ―

ｐ24　③ 情報伝達体制
の整備
多言語による情報提供
体制

ｐ37　【災害時要援護者
への情報提供の際の配
慮事項（例）】 ― ― ― ―

ｐ32
福祉避難所の指定
【県内における福祉避難
所の例】
○十日市市

ｐ39
【救助・避難支援時の配
慮事項（例）】

― ― ― ―

ｐ37
(2) 情報提供の方法
【災害時要援護者への
情報提供の際の配慮事
項（例）】

ｐ44
３．専門家による支援
(4) こころのケアの実施
【災害派遣精神医療チー
ム（DPAT）】

― ― ― ―

ｐ39
【救助・避難支援時の配
慮事項（例）】

ｐ46
(5) 避難所における介護
サービスの利用
【対象者別の配慮事項
（例）】

― ― ― ―

ｐ46
(5) 避難所における介護
サービスの利用
【対象者別の配慮事項
（例）】

― ― ― ― ―

兵庫県 2013
災害時要援護者
支援ガイドブック

なし なし なし なし なし なし

 



表 3-3 要援護者支援に関するガイドライン、マニュアルの結果（続き） 

作成者 作成年
ガイドライン、マニュアル

の名称
知的障害 精神障害 発達障害 認知症 自閉症 統合失調症

宮城県 2013
宮城県避難行動
要支援者等に対する
支援ガイドライン

ｐ6
具体的な避難行動要支
援者

～はじめに～ ｐ6
具体的な避難行動要支
援者

ｐ6
具体的な避難行動要支
援者

ｐ42
避難行動要支援者の避
難誘導時の留意点

なし

ｐ10
（2）避難行動要支援者
名簿の作成
【自ら避難することが困
難な者についてのＡ市の
例】

ｐ6
具体的な避難行動要支
援者

ｐ42
避難行動要支援者の避
難誘導時の留意点

ｐ27
（2）避難施設等の整備

― ―

ｐ6
具体的な避難行動要支
援者

 

ｐ10
（2）避難行動要支援者
名簿の作成
①避難行動要支援者の
範囲

ｐ47
第４章 避難所における
対策について
要配慮者への配慮

ｐ39
1.　避難行動要支援者へ
の具体的配慮

― ―

ｐ41
（2）避難行動要支援者
の避難誘導時の留意点

ｐ41
（2）避難行動要支援者
の避難誘導時の留意点

ｐ51
災害（震災）関連死の防
止

ｐ40
（2）避難行動要支援者
の避難誘導時の留意点 ― ―

ｐ46
第４章 避難所における
対策について
2.　要配慮者への配慮

ｐ47
第４章 避難所における
対策について
2.　要配慮者への配慮

―

ｐ45
第４章 避難所における
対策について
2.　要配慮者への配慮

― ―

東京都
福祉保健局

2013
災害時要援護者への
災害対策推進のための
指針（区市町村向け）

p14
2　災害時要援護者の所
在の把握
周知方法（例）

ｐ5
災害時要援護者の主な
特徴

なし ｐ3
2　本書の対象者

なし なし

ｐ21
アンケートの回答

ｐ13
2　災害時要援護者の所
在の把握
行政内部で把握している
情報の種類

―

ｐ4
災害時要援護者の主な
特徴

― ―

ｐ21
アンケートの回答

ｐ20
情報伝達手段の整備
対象者別対応例 ―

ｐ20
情報伝達手段の整備
対象者別対応例 ― ―

ｐ5
災害時要援護者の特徴

ｐ37
救助・避難の際の留意
事項

―

ｐ46
徘徊の症状のある認知
症の人については、行方
不明にならないように避
難所の周りの人にも声を
かけてもらうよう依頼する

― ―

ｐ13
災害時要援護者の所在
の把握
行政内部で把握している
情報の種類

ｐ60
施設・在宅サービスの展
開
対象者別対応例 ― ― ― ―

ｐ19
情報伝達の手段の整備
ソフト面の整備 ― ― ― ― ―

ｐ20　情報伝達の手段の
整備
対象者別対応例 ― ― ― ― ―

ｐ37
救助避難の際の注意事
項 ― ― ― ― ―

ｐ47
発災数日後からの対策
避難所・在宅生活支援
の実施
対象者別対応例

― ― ― ― ―

ｐ60
住宅の復興
施設・在宅サービスの展
開
対象者別対応例

― ― ― ― ―

 

 

 



表 3-3 要援護者支援に関するガイドライン、マニュアルの結果（続き） 

作成者 作成年
ガイドライン、マニュアル

の名称
知的障害 精神障害 発達障害 認知症 自閉症 統合失調症

東京都
福祉保健局

2013

災害時要援護者
防災行動マニュアル
作成のための指針
（区市町村向け）

ｐ18
災害についての話し合い

ｐ22
災害についての話し合い

なし ｐ64
避難所で生活していくた
めに

なし なし

ｐ22
災害についての話し合い

ｐ31
非常持出用品と備蓄品
の用意

― ― ― ―

ｐ26
身のまわりの安全点検と
対策

ｐ39
防災手帳・ヘルプカード ― ― ― ―

ｐ31
非常持出用品と備蓄品
の用意

ｐ67
避難所で生活していくた
めに

― ― ― ―

ｐ38
防災手帳・ヘルプカード ― ― ― ― ―

ｐ43
防災訓練への参加 ― ― ― ― ―

ｐ56
外出しているとき ― ― ― ― ―

ｐ67
避難所で生活していくた
めに

― ― ― ― ―

仙台市 2012
災害時要援護者
避難支援プラン
（全体計画）

p5
災害時要援護者の定義

p5
災害時要援護者の定義

p5
災害時要援護者の定義

ｐ17
参考資料
災害時要援護者の特徴
およびニーズ（例）

なし なし

ｐ17
参考資料
災害時要援護者の特徴
およびニーズ（例）

ｐ17
参考資料
災害時要援護者の特徴
およびニーズ（例）

― ― ― ―

仙台市 2013

災害時要援護者支援の
進め方
災害時要援護者支援
資料集（第２号）

目次 目次 目次 なし ｐ17　障害の理解5 ｐ19　障害の理解7

ｐ17　障害の理解5 ｐ19　障害の理解7 ｐ17　障害の理解
―

ｐ18　障害の理解6 ｐ19　障害の理解7

ｐ18　障害の理解6 ― ｐ18　障害の理解6 ― ｐ18　障害の理解6 ―

仙台市 2008
地域で備える災害時
要援護者支援の手引き

なし なし なし なし なし なし

奥州市 2012
災害時要援護者
避難支援計画

なし なし なし なし なし なし

 

 

 



表 3-4 福祉避難所に関するガイドライン、マニュアルの結果 

作成者 作成年
ガイドライン、

マニュアルの名称
知的障害 精神障害 発達障害 認知症 自閉症 統合失調症

内閣府
（防災担当）

2013
避難所における良好
な生活環境の確保に
向けた取組指針

ｐ21
（３） 要配慮者等への情
報提供

ｐ21
（3） 要配慮者等への情
報提供

ｐ21
（３） 要配慮者等への情
報提供

ｐ21
（３） 要配慮者等への情
報提供

なし なし

― ―

ｐ17
避難所の運営主体
運営責任者の役割

― ― ―

厚生労働省 2008
福祉避難所設置・
運営に関する
ガイドライン

p6
１ 福祉避難所の対象と
なる者の把握
福祉避難所の対象とな
る者の概数の把握

ｐ6
１ 福祉避難所の対象と
なる者の把握
福祉避難所の対象とな
る者の概数の把握

なし なし なし なし

ｐ8
1.2 福祉避難所の対象
となる者の現況等の把
握

ｐ8
1.2 福祉避難所の対象
となる者の現況等の把
握

― ― ― ―

ｐ24
7.2 福祉避難所の運営
体制の事前整備
地域における身近な福
祉避難所の運営体制の
事前整備

― ― ― ― ―

兵庫県 2013
避難所管理運営
指針

ｐ49
(4) 要員や資機材の確
保
《県及び市町の災害時
要援護者への支援方
針》

ｐ47
２－６ 災害時要援護者
への対応
　(3) 災害時要援護者の
状況に応じた受け入れ

なし ｐ48
(4) 要員や資機材の確
保
《県及び市町の災害時
要援護者への支援方
針》

なし なし

ｐ51
《災害時要援護者の持
ち出し品の例》

ｐ48
(4) 要員や資機材の確
保
《県及び市町の災害時
要援護者への支援方
針》

―

ｐ51
《災害時要援護者の持
ち出し品の例》

― ―

ｐ75
3 福祉避難所の受入対
象者

ｐ49
(4) 要員や資機材の確
保
《県及び市町の災害時
要援護者への支援方
針》

― ― ― ―

ｐ76
事前対策の指針
４－１ 福祉避難所への
受入対象者の把握

ｐ51
《災害時要援護者の持
ち出し品の例》 ― ― ― ―

ｐ81
４－８ 人材の確保

ｐ75
３ 福祉避難所の受入対
象者 ― ― ― ―

ｐ82
４－11 福祉避難所の運
営体制の事前整備

ｐ76
４ 事前対策の指針
４－１ 福祉避難所への
受入対象者の把握

― ― ― ―

ｐ84
５－３ 福祉避難所の避
難者名簿等の作成・管
理

― ― ― ― ―

ｐ85
５－４ 他の機関等と連
携した福祉サービス等
の提供

― ― ― ― ―

 



表 3-4 福祉避難所に関するガイドライン、マニュアルの結果（続き） 

作成者 作成年
ガイドライン、

マニュアルの名称
知的障害 精神障害 発達障害 認知症 自閉症 統合失調症

東京都
福祉保健局

2013
避難所管理運営の
指針（区市町村向け）

ｐ32
参考資料１ 災害時要援
護者の避難行動などの
特徴と配慮したい主な項
目

目次 なし 目次 なし なし

―

ｐ62
健康管理
（４）精神障害者、認知
症の人、アルコール依存
症者等への対応

―

ｐ6
用語の定義
７ 災害時要援護者

― ―

―

p３２
参考資料１ 災害時要援
護者の避難行動などの
特徴と配慮したい主な項
目

―

ｐ22
３ 環境確保
 （１）避難所の区域設定
イ 　災害時要援護者へ
の配慮

― ―

― ― ―

ｐ62
健康管理
（４）精神障害者、認知
症の人、アルコール依存
症者等への対応

― ―

― ― ―

様式15
活動記録参考様式 健康
相談票
認知症等の有無 ― ―

― ― ―

ｐ31
参考資料１
災害時要援護者の避難
行動などの特徴と配慮し
たい主な項目

― ―

仙台市 2013
避難所運営
マニュアル
（事前準備解説編）

なし なし なし なし なし なし

仙台市 2013
避難所運営
マニュアル
マニュアルシート集

なし なし なし なし なし なし

仙台市 2013
避難所運営
マニュアル（活動編）

なし なし なし なし なし なし

 

 



D.考察 

1）ガイドライン、マニュアル中の記載数 

「知的障害」、「精神障害」、「発達障害」、「認知症」、「自閉症」、「統合失調症」という用語

の中で、最も多く記載されていたのは「知的障害」であり、次いで「精神障害」が多かった。

また、「自閉症」「統合失調症」という用語は、ほとんどのガイドライン、マニュアルに記載

がなかった。 

1 つのガイドラインやマニュアルに「知的障害」という用語が記載されている箇所は、最

も多かった兵庫県の災害時要援護者支援指針（全 50 ページ）で 10 か所ほどであった。全体

として、既存の災害時要援護者に対する避難支援や避難所のガイドライン、マニュアルの中

に、「知的障害」、「精神障害」、「発達障害」、「認知症」、「自閉症」、「統合失調症」という用語

の記載されている箇所は少なかった。この傾向については、研究 1 における文献のレビュー

における結果、対象とする要援護者を具体的に絞った研究が少なかったことと同様であるこ

とがうかがえた。また、全くこれらの用語の記載のないガイドラインやマニュアルもあり、

記載数のばらつきもガイドラインやマニュアルごとに大きいことがわかった。そして、より

個別的に「認知症」、「自閉症」、「統合失調症」について記載してある箇所は、「知的障害」、

「精神障害」、「発達障害」という用語に比べるとさらに少ないことがわかった。 

 

 

2）ガイドライン、マニュアル中の記載内容 

ガイドラインやマニュアルの中での具体的な記載内容としては、災害時要援護者の定義や

どのような人がこれにあてはまるかという説明、要援護者の名簿の作成や所在把握、避難時

の対応・配慮事項、障害の特徴、災害への備え、支援の専門職についての内容が多かった。

表中の網掛け部分が、実際の災害時における対応・配慮事項が記載されている箇所であるが、

このような直接的な支援や配慮についての内容の記載がないガイドライン、マニュアルとな

ると、その数はさらに増えた。また、記載数と同様に、記載内容についてもそれぞれのガイ

ドライン、マニュアルでばらつきが大きかった。 

 このことについては、研究 2 において災害時要援護者への支援を行った支援者への個別の

インタビュー調査の結果、発災直後の特別な配慮を要する要援護者の様子として、パニック

や思いもよらない行動が現れなかったということなど、既存のガイドラインやマニュアルと

一致しない部分もあった。このようなことから、ガイドラインやマニュアルの作成時の記載

が難しいということも考えられる。また研究 2 では、支援者や専門職の存在の大きさも示唆

されており、このことも含めて、やはり、障害種別の避難時の状況やその対応については、

より詳細な検討が今後なされる必要があると考えられる。 

 

 

3）今後の課題 

本研究では、国や、東日本大震災以後に作成された都道府県、また東北地方の政令指定都

市、市町村のガイドライン、マニュアルについて整理を行った。災害時における市町村の役



割の重要性が研究 2 からも示されており、今後はインターネット上以外で公開されている市

町村のマニュアルを入手し、その分析をさらに詳細に行う必要もある。 

 

 

E.結論 

本研究では、災害時要援護者の中でも、特に避難時に配慮を要すると考えられる知的障害

者、精神障害者、発達障害者への支援に焦点を当て、既存の災害時要援護者に対する避難支

援や避難所のガイドライン、マニュアルを整理することで、以下のような結論を得た。 

 既存の災害時要援護者に対する避難支援や避難所のガイドライン、マニュアルの中に、「知

的障害」、「精神障害」、「発達障害」、「認知症」、「自閉症」、「統合失調症」という用語が記載

されている箇所は全体的に少なく、その対応や支援について記載されている箇所はさらに少

なかった。また、記載内容についてもそれぞれのガイドライン、マニュアルでばらつきが大

きかった。障害種別の避難時の状況やその対応について、より詳細な検討が今後なされ、そ

れを踏まえた上でのマニュアル作成が重要と考えられる。 
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